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第9盟儒生工学シンポジウム
2001.11北海道大学学櫛交流会館

1-1 建築物のライフサイクル影響評価に関する検討

鈴木道哉(清水建設)，秋元孝之(関東学院大学)

1 .はじめに

建築物が、その部材製造までも含めて建設、運用、解体に軍る生躍での環境負荷は莫大であり、今後、持

続可能な社会の構築にためには、この環境負荷の低減が求められる。建築物のライフサイクノレアセスメント

1) (LCA)に関しては、現在、エネルギー消費最や二酸化炭素排出量、 NOx、SOxなどの大気環境に対する負荷

のライフサイクノレインベントロ分析2) (LCI)が主体に行われている。しかしながら建築物の生渡の環境負祷

を考える場合、水闘への汚染物質の排出、国体廃棄物の排出、さらには希少資源の消費などの検討も必要と

考えられる。さらに、 LCAでは、 LCIを行った後、ライフサイクノレ影響評価3) (LCIA)を実施し、最終的には、

LCAの目的に添った結果の解釈を行わなければならない。 LCIAとは、インベントリ分析の結果を受けて、潜

在的な環境への影響度を評価するものであり、分類化、特性化、統合化(正規化、重み付けを含む)に分類

される。 IS0140423)では構成要素は必須要素と付加的要素に区分されている。必領婆索は、 LCIの結果から

分類化、特性化が含まれる。正規化、重み付けは付加的要素として扱われている。

統合指擦を導くための重み付けの方法4)，6)は、大別して、環境負荷在着眼点とするか、あるいは環境影響

合元に考えるかに分けられる。さらに手法として、代用指標を用いる方法、代替法(環境負荷の除去技術を

貨幣価値に変換するなど)、あるいは自標値を用いる方法、パネルによる方法などが挙げられる。パネルに

よる方法とは、その地域などの社会が重要と考えている各インパクトカテゴリーの重要度なアンケート調査

などによって決定する方法であり、日本では、永岡ら6)によるアンケート調査が知られている。アンケート

や専門家のパネノレにより重要度を決定する方法であるため誰を対象とするかにより結果が異なる場合があ

り得るが、この反面、対象者の意見を反映する結果が得やすいなどの特徴がある。本研究では、建物のLCIA

における住民の意識を反映させた統合化手法開発のために、アンケ}ト調査による重要度決定の方法を採用

し、態設関連の会社員、学生に対してアンケート鵠査を実施した。その結果から異種の環境負荷項障に対す

る指標統合の段階で用いるカテゴリ一重要度を推定するとともに、個別項目に関する意識を調査したロさら

に、鉄筋コンクリート造の集合住宅を想定したLCAを試行することにより、重み付け係数を用いたライフサ

イクノレ影響評艇の建物八の適用可能性の検討を行った。

2. アンケート調査概要

アンケート調査の対象の内訳は、総合建設業、設計事務所、不動産管理業の企業内の建設、設計部門や

不動態部門、又は地球環境欝連部門の従業員、および大学の建築または環境関連の学科の学部生 (4年生)

と大学腕生であった。アンケートは各社、各学科/研究室の代表者あるいは窓口に送付して内部で無作為に

対象者を拾出して記入してもらった。

調査の目的は、カテゴリー間の重要度を求める事であるが、合わせて、下記のアンケート手法でよく使

われる順位法、配分法、階層法 (AHP: Ana1ytic Hierarchy Process法)の謹異がどの程度生じるかの比較

も庭的の一つで、ある。このため、地球環境関連の知識がない回答者の場合には、基礎的な解説が必要となり

このためアンケートが数ページに渡り、倍答時間も長くなるため、基礎的な解説の記述そ可能な限り控
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えて、アンケートのページ数を少なくし、間答率が低

くならないよう、建物及び環境関連の基礎的知識があ

ると考えられる調査対象(企業の部署、大学の学科)

を本報告では選んだ。アンケート回答形式は、以下の

3通りとした。なお、鹿布部数は188部で有効回答は122

部であった。

)1国位法 9つのインパクトカテゴジーについて重要と

考える)1麗番に順位付けを行う。 1位 9点、 2位8点、

…9位 1点と露己点をする。本方式は、個々の回答者は

)J頴位のみを付けるため、 )J関位関の麓については考嵐で

きないが、最も田容が容易と考えられる。

配分法:合計点100点を 9つのインパクトカテゴリに振

り分ける。本方式では合計100点に苦手jり付ける事が必婆

なため、回答者のエラーで合計値が100点にならないな

ど有効自答率をが下がってしまう場合が考えられる。

階賭法 2つのカテゴリーを比較して重要度を記入す

る。例えば、尺度9: Aの方がBに比べてきわめて震

要、尺度 1/9: Bの方がAに比べてきわめてE重要。

本方式は一対比較を行うため、回答者が回答に矛盾が

生じないように留意しないと結果が妥当性を欠く場合

がある。

3. カテゴリ一重要度の推定

エネ J~キ.

j鼠媛 11:

オゾンj警

酸性f:I¥

資 1m 

大 3奇
71く ~ 
療薬物

生態系

工ネ J~キ.

ili¥l. B.愛11::

オゾン尾

酸性f:I¥

資 j民

大 加ヌ1

71く 質

廃棄牧

生態系

エネ J~キ.

j島暖 1t

オゾンj警

E主性f:I¥
資 i)jj 

大 交

71く 祭

廃棄物

生態系

き受; カテゴリー意要産

全 {ヰ総合建設業A，B， C 

lJl買位 j去配分法階 j欝波 j煩位 jま記分 j毒階層 j造

0.092 0.095 0.077 0.084 

器片器0.142 0.155 0.148 0.142 

0.139 0.144 0.157 0.132 0.134 0.158 

0.086 0.078 0.079 0.097 0.089 0.091 

0.059 0.057 0.051 0.053 0.059 0.045 

日目135 0.132 0.140 0.136 0.126 0.144 

0.119 0.110 0.115 0.125 0.112 0.111 

0.106 0.104 0.106 0.098 0.092 aω9 

0.122 0.124 0.126 0.134 0.136 0.133 

不動産管理業 E設計事務所 E

11良{立法配分法階隠 ;'111煩{立法配分泌階層湿

0.091 0.094 0.072 0.119 0.125 0.167 

。祖149 0.170 0.168 0.141 0.132 0.112 

0.144 0.145 0.147 0.107 。088 0.082 

0.075 0.084 0.069 0.095 0.102 0.082 

0.068 。077 0.069 0.051 0.030 0.043 

0.096 0.088 0.078 0.127 0.133 0.112 

0.096 0.089 0.087 0.121 0.131 0.115 

0.126 0.132 0.124 0.131 0.184 0.175 

0.156 0.142 0.186 0.107 0.095 0.112 

金 業 念 科学 生 全 {ヰ

1m高位 i;$配分;;$

0.091 

0.143 

0.130 

0.092 

0.056 

0.126 

0.118 

0.109 

0.134 

0.097 

0.159 

0.129 

0.086 

0.058 

0.119 

0.110 

0.111 

0.130 

エネルキ
0.250 

階層沼

0.087 

0.151 

0.142 

0.087 

0.050 

0.125 

0.108 

0.109 

0.141 

lJl員 f立法 配分法 階層減
0.092 0.084 0.069 

0.141 0.154 0.143 

0.149 0.161 な173

0.081 0.072 0.072 

0.062 0.053 0.052 

0.144 0.147 0.157 

。119 0.112 0.121 
0.102 0.098 0.102 

0.109 0.120 0.113 

表1にアンケ…ト結果より算出したカテゴリー重要

度を示す。 )J慎位法、配分法、階層法の 3種類によるカ

テゴリー重要度について、それぞれの合計が 1となる

ように割り探って示した。盟1にアンケート対象の違い

による比較(階扇法)を示す。アンケート対象に関わら

ず、地球温暖化、オゾン層破壊、大気汚染の重要度が

高かった。資源の消費、酸性雨は低重姿度の結果とな
生態市

一←総会述設業A.B.C

ート不動議管理裳D

m ←設計事務所Eった。総合建設業A，B，Cと学生は類似の傾向を示した。

不動産管理業Dは、生態系への影響を最も震要視してい
廃棄物

る。また、設計事務所Eは、エネルギー枯渇や鹿棄物処

理問題を護要視している。アンケートによる環境意識

調査は、対象者により結巣が異なることが予鶴される 水質

ため、その扱いには探藤が必婆である。

4.考慮すべき項目

各インパクトカテゴリーに関して、関連する倒}3ljの

項沼で考嵐すべきと考える項目に関してもアンケ}ト

鵡査を行った(諜数密答可)。結果を歯2~図 10に示す。
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酸性雨

図 lアンケート対象による比較(端麗法)
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表2 B本全体で排出される環境負荷

カチコ 1)… 代表指標 総排出量 文献

エネルギー 一次エネルギー 15.03x1 018 J 
温暖化 CO2 332.8x10

6
t 8) 

駿性悶 SOx 876x10
3
t 

大気汚染 NOx 1.476x10
6
t 10) 

資源(希少資源) metals 3.70x10
6
t 

水質 COD 930x10
3
t 11) 

廃棄物 廃棄物量 444.69x10
6
t 12) 

表3 運用段階のエネルギー消費量と価格への変換

負荷穣別 負荷原単位 価格に変換した値 {蔚 考

半19.5/kWh(フラット
電力負荷 21 kWh/rri.年 ￥410/rri.年 レート)を仮定して価

絡に変換

ガスとして￥118/m
3

給湯負荷 125.6MJ/rri・年 ~ 393/rri.年 (13A)をに用変い換て価格

熱負荷 暖房負荷 87 .9MJ/ rri.年
ガスとして￥118/m3

￥262/rri.年 (13A)をに用変い換て価絡

￥19.5/kWh.COP 2.5 
冷房負荷 33.5MJ/rri・年 ￥73/rri .年 を仮定 して価格

!こ変換

-3-

1田

1田

1即

CFO 

ハロン

ド'i'J白日工チレン

その他

50 

間4;;f-'Jン燈碗犠(%)

ト10x

SOx 

煤産量

その他

関

図7大総務主(%)

闘相諜均i

液繍棄物l

その他口

回

図10廃顕微ほ懇翻(%)

国 11 対象とした集合住宅の

{主戸プラン

(ファミ 1)ータイプ)

1田

1叩

1曲



アンケート結果よりエネルギー枯渇では石油、地球温 表4 集合住宅の単位面積当りの主要物

暖化ではCO2、オゾン層破壊ではCFC・ハロン、酸性雨

ではSOx• NOx、希少性資源の消費では原油・木材、大

気汚染で、はSOx• NOx、海洋・水質汚染ではBOD、生態系

への影響ではダイオキシン、廃棄物処理問題では居形

蕗棄物・液状廃棄物が高い債を示した。

5. インパクトカテゴリーの選定

エネルギー、温暖化、オゾン層、酸性雨、資源、大

気汚染、水質、廃棄物、生態系の 9カテゴリーの重要

度の中から、インベントリデータの入手の容易性など

を考慮に入れ、 7カテゴリーに絞ってLCAを実施した。

詳細なLCAにでは、各カテゴリーに含まれるそれぞれの

環境負荷のインベントリ&求め、特性化係数(例えば、

オゾン層破壊のカテゴリーでは、オゾン破壊係数が顔

繁に用いられる。)でカテゴリー憶が決められる。しか

しながら、本研究では、予備的LCAとして、データ入手

の容易性などから各カテゴリーの環境負荷物質は 1種

類とした。各カテゴリーのそれぞれの代表環境負荷は、

以下のように定義した。エネルギーに関してはすべて

のエネルギー源を考慮に入れた 1次エネルギーとした。

地球温暖化ではアンケート結果からの重姿度より CO2

を代表環境負荷とした。酸性雨ではSOx、希少資源では

データの入手容易さを考慮して金属を選び、大気汚染

ではNOx、水嚢汚染ではCODを選んだ。尚、便宜上、金

属については非鉄金腐のなかで陣内需要最の大きいア

ルミニウム及び鋸のみを本試算では扱うこととした。

また、 CODは東京湾、伊勢湾、調戸内構で発生するCOD

負荷11)を用いて、その人口カバー率から推定dれる日

本全体の値とした。廃棄物については年間の一般廃棄

物と産業廃業物の排出量を合計した値12)とした。各指

標の日本での総排出量(需婆量)を表2に示す。

6. 評価対象とインベントリ計算

評{高対象建物は、東京都に建設される延床面積

6， 700m2のファミリータイプ (60戸)とワンルームタイ

プ (55戸)の混在型の 5階建RC造集合住宅とした。フ

ァミリータイプの代表的な住戸プランを翻11に示す。

運用時のインベントジ計算では、文献14)より冷援房・

照明・給湯に関わるエネルギー量を参照して、表31こ示

すように需カ、ガスの単価を仮定することにより、金
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額に置き換え、前述の原単位を用いてインベントリ計

算を行った。また建物の建設・解体に関わる主要物量

の数量を表4に示す。表4の建設時の各部材物量と各環

境負荷原単位13) を乗じて、建設時の環境負椅を計算し

た。この操、前述の原単位の代表値を用いたが、金蝿

に関しては、上方推定鑑のみしか与えられていないた

め、これを用いた。廃棄物については、建設時の廃棄

物11)、1戸当り 3.85人を想定した運用時一般廃業物12)

と解体時における一部の鉄とコンクリートのリサイク

ノレを見込んだものである o LCI計算結果を表5に示す。

7. ライフサイクル影響評倒の試行

順位法、配分法、 F皆層法のそれぞれにインパクトカテゴ

リー開の重要度を求めたが、前述の如く、 3法による結果

の麓異は小dかった。従って今後、このようにアンケート

手法を用いて重み付け係数を導くためには、アンケート回

答者が最も回答しやすい)1慎位法が望ましいと考えられる。

従って、本報では、 J1罷位法でのカテゴリー重要度を用いた。

ただし表lの髄は9カテゴリーでの重要度であるため、 7カ

テゴリーに鶴り戻して、合計が1になるように係数を変換

した(表6参熊)。重要度の中で地球温緩化が一番大きく続

いて大気汚染、水質汚染、廃棄物のJl漢となっている。

本研究では、重要度をLCIの結果に対して適用し、 LCIA

を行う前に各カテゴリーの重要度を考慮しない場合(使宜

的に各カテゴリ…の係数をそれぞれ1/7与O.143とした場

合)のライフサイクル影響評価を行った(罰12参照)。こ

の際、前述の各カテゴリーの代表環境負荷を日本での総排

出量(総需要量)で除して求めた無次元化した数値を用い

た。雷い換えると日本全体の排出議に対して試算対象の建

物がライフサイクjレでどの程度の割合になっているか安計

算したことになる。

円グラフは各カテゴリーの統合指標への寄与度を示して

おり、重要度を考躍しない(重み付け前)場合ではCO2が全

体の24.3%を占めているが、重要度を考慮した(重み付け

後)ケ}ス(掴13参照)では更にCO2の比寧が大きくなって

きている。これとは逆に、 SOxの点める割合は31%から23.5

%に減少している。従って、重要度を考醸しない場合では

酸性雨のカテゴリーの代表指標で、あるSOxが最も割合とし

て大きかったが、重要度を考慮すると地球温暖化の代表指

標としたCO2の比率が最も大きくなった。円グラフ近傍の数
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表5 ライフサイクルインベントリ結果

希少

¥ 
ルニEギ不ー

00， SOx NOx OOD 金総 廃棄物
MJ/m

l 
岡/m' g/m1 8/m

1 g/m2 g/m2 

建築 6701.4 679.8 2179.7 718.5 3388.66 123.~ 

機段械備 1177.4 97.4 481.4 111.5 

態依
728.1 80.S 

怒位儲気 182.3 12.5 73.8 14.1 
81.3 4.3 

|強工
387.2 33.2 150.3 38.1 

178.3 10.6 

遼照(60年計) 14184.7 1187.0 3768.8 1485.3 1374.4 88.8 

解体
77.5 6.0 33.6 7.2 

36.f 1.1 

合計 15899.1 1336.1 4508.0 1666.2 2387.6 186.2 

表6 使用した重み係数(割り戻した値)

¥¥  
エネルギー

j晶緩化

自主性問

大気汚染

水質

希少資源

廃棄物

計

6.3~i. 

9カテゴリーで
の重み係数

0.092 

0.142 

0.086 

0.135 

0.119 

0.059 

0.106 

0.739 

割り漢した
み係数

0.124 

0.192 

0.116 

0.183 

0.161 

0.080 

0.143 

1.000 

図 12

Z重み付け前の
統合指標

統合指襟=3.04x10-9
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統合指襟

30.5目

SOx 

23.5% 
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22 

28.7 

223.2 

249.8 



憶はインパクトアセスメント結果の統合指標を示している。

考慮しない場合には3.04X 10-9に対して考慮した場合には

3. 26X 10-9と指標の値が変化している。

このほか、運用段措でエネルギー消費量を50話削減したと

仮定した省エネルギーケースの試算を行っている(盟14参

照)が、この場合の統合指標計算値は2.58X10-9となり、全

体への影響(統合指標の低減塁手)は21%であった。

8.まとめ

本報では、パネル法によるLCIAの統合化手法揮発のため

に、アンケート調査を実施し、これにより、カテゴリー重

要度(重み付け係数)を推定し、また偲別項目に関する意

識を調査した。アンケートの回答形式問での大きな差異

は見られず、既往の研究と問様の結巣を確認できた。

COD 

34.2弘

0.2詰

C02 
28.6百

図 14 

愛み付け後の

統合指標

(省エネ)

統合指標=2.58x10-
9

(主主)本論文!ま、文献15)、16)に新たな内容を加え、

再編集したものである。
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